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計測事業は、上期に引き続き中国のLTE普及を契機として、アジア市場が全体
を牽引しました。一方で、チップセットベンダーのセルラービジネスからの撤退
や、端末ベンダー間の競争激化に伴う急激なシェア構造の変化によって、設備
投資動向の不透明な状況が続きました。日本市場では通信オペレーターおよ
び通信機器ベンダーによる投資抑制の影響で低調な状況が続きました。

産業機械事業は、海外を中心に計画線に沿って進捗しました。上期に引き続き、
海外展開加速のための体制整備や、新製品の投入を行いました。



6

グループ全体の受注高は前年同期比４％減の７３８億円。売上高は前年同期
並みの７１８億円となりました。

営業利益は前年同期比１８％減の７３億円となりました。この主な要因は、計測
事業・産業機械事業ともに開発投資を強化していることと、海外顧客対応の費
用増によります。

当期利益は、前年同期比８％減の５６億円、包括利益は、前年同期比２％減の
９４億円となりました。

フリーキャッシュフローは厚木地区のＢＣＰ計画に関連した支出の影響もあり、
９億円のプラスとなりました。



第３四半期の受注高は計測事業が前年同期比９％減の１８２億円、産業機械
事業が前年同期比５％増の４１億円、グループ全体では２４９億円となりました。

計測事業では日本市場のネットワーク・インフラ市場、エレクトロニクス市場に
て顧客の投資抑制が見られたこと、またモバイル開発用需要で一部の顧客に
投資抑制が見られたことなどから、当初予定した受注水準を下回りました。

産業機械事業、その他事業については前年同期を上回る受注を獲得すること
ができました。

なお、受注残高はグループ全体で１９４億円、計測事業で１４２億円でした。

7



8

計測事業の売上高は、前年同期並みの５４７億円、営業利益は同２４％減の６
５億円で、営業利益率は１１．９％となりました。売上高はモバイル市場を中心
に堅調に推移しましたが、顧客の投資動向など市場環境の変化により、全体と
しては前年同期並みとなりました。営業利益については、研究開発投資の拡大
や海外での販売費の増加により減益となりました。

産業機械事業は、海外市場は堅調に推移したものの、日本市場での減収によ
り、売上高は前年度から６％減の１１２億円となりました。また、研究開発投資
と海外展開投資を進めた結果、営業利益は２億円となりました。

その他事業は、本社地区で閉鎖を予定していた建物構築物を、継続使用する
ことに変更したため、２０１２年度に認識した固定資産の減損損失について、５
億円の戻し入れを行っています。また、デバイス事業で前期に行った事業構造
改革の成果もあり、全体として売上高は６０億円、営業利益は６億円となりまし
た。



第３四半期の売上高は、連結が２３８億円、計測事業が１８０億円でした。

第３四半期の営業利益率は、連結で１１．１％、計測事業が１０．１％となりまし
た。

その他事業の第３四半期の営業利益８億円には、減損損失の戻し入れ５億円
が含まれています。
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地域別売上高推移としては、上期に続きアジア・ＥＭＥＡで堅調だったものの、
日本・米州では前年同期比で減収となりました。

アジアでは中国・台湾を中心に、モバイル市場、ネットワーク・インフラ市場が引
き続き好調でした。ＥＭＥＡではネットワーク・インフラ市場を中心に堅調に推移
しました。

日本では、計測事業のモバイル市場向け需要は前年度同期を上回りましたが、
ネットワーク・インフラ市場、エレクトロニクス市場で顧客の投資抑制傾向が継
続しました。

米州で前年同期比で減収となった要因は、モバイル開発用測定器に対する顧
客の需要が、北米にとどまらずアジア・欧州の開発拠点で分散して投資された
ことによります。
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営業キャッシュフローは、主に税引前利益の計上、運転資本の改善により、５６
億円の資金獲得となりました。営業キャッシュフロー・マージンは７．８％となりま
した。

投資キャッシュフローの４７億円の支出には、建設中の厚木サイトの新棟「グ
ローバル本社棟」の建物関連費用２２億円の支払いが含まれます。

その結果、フリー・キャッシュフローは９億円の資金獲得となりました。

財務キャッシュフローの１１２億円の資金流出のうち、主なものは自己株式の取
得５０億円、配当金の支払い３２億円（１株配当 ６月：１０円、１２月：１２円）、借
入金の借入と返済の相殺２９億円です。

以上の結果、現金同等物期末残高は、期首残高より８４億円減少の３４８億円と
なりました。



２０１４年度の通期業績の見通しは、１０月３０日に発表した計画を変更します。
変更する理由は次の通りです。

計測事業において、アジア地域では総じて堅調に推移しているものの、日本市
場においては想定していた受注水準を下回る見込みとなりました。また、モバイ
ル市場においては競争激化に伴う事業撤退を含む事業再編や顧客の投資抑制
の影響を受け、売上収益が下振れる見込みです。

その他事業については本社地区固定資産の使用見込み見直しによる減損損失
の戻し入れの影響等を織り込んで、営業利益を上方修正します。

税引前利益、当期利益及び親会社の所有者に帰属する当期利益については、
営業利益の修正、為替差益の計上による金融収益の改善、および２０１５年度税
制改正に伴う法定実効税率の変更による繰延税金資産取り崩しの影響等を織り
込んで修正しております。

なお、配当につきましては、期初計画どおり１株当たり年間２４．００円を予定して
おります。
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昨年１０月・１１月に実施した自己株式の取得の結果、約５０億円で５８４万株の
自己株式を取得しました。また、１月２９日実施の取締役会にて、取得した自己
株式の全数について２月１６日付けで消却することを決議しています。

なお、自己株式取得と業績予想の修正を加味した後の予想ＥＰＳは５４．５円とな
ります。
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実施した自己株式の取得と今年度の配当をあわせると、今年度の総還元性向
は１１２％となる予定です。今後とも「利益ある持続的成長」を基本方針に資本
コストを意識した経営を実践して、ＲＯＥ、ＡＣＥ（アンリツ独自の企業価値向上Ｋ
ＰＩ＝税引き後営業利益－資本コスト）、ＲＯＩＣなどの改善に取組み、企業価値
を向上させていきます。
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最後に、当社は、本年６月２５日開催予定の定時株主総会において承認される
ことを条件に次の観点より、「監査役会設置会社」から「監査等委員会設置会
社」に移行することを１月２９日の取締役会で決議しました。

1. グローバルな視点で経営の透明性の高いガバナンス体制を目指す

2. 社外取締役の比率を高め、より一層のアカウンタビリティの確保や株主の
視点を踏まえた議論を活発化させる

3. 監査役を監査等委員取締役として取締役会における議決権を付与し、取締
役会の監査・監督機能を強化する

これらを通じてコーポレート・ガバナンスの一層の強化をはかり、企業価値を向
上させて参ります。



株主・投資家のみなさまのご支援とご協力をお願いして、２０１５年３月期第３四
半期の業績報告とします。ご静聴ありがとうございました。
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